
長門市告示第８号 

令和４年３月長門市議会定例会を次のとおり招集する。  

令和４年２月８日 

                  長門市長 江 原 達 也 

 

１ 日時 令和４年２月 18 日 午前９時３0 分  

２ 場所 長門市議会議事堂  

３ 付議事件 

議案  

第１号 令和３年度長門市一般会計補正予算（第 10 号） 

第２号 令和３年度長門市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

第３号 令和３年度長門市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）  

第４号 令和３年度長門市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）  

第５号 令和３年度長門市水道事業会計補正予算（第２号）  

第６号 令和３年度長門市下水道事業会計補正予算（第３号）  

第７号 令和４年度長門市一般会計予算  

第８号 令和４年度長門市国民健康保険事業特別会計予算  

第９号 令和４年度長門市湯本温泉事業特別会計予算  

第 10 号 令和４年度長門市介護保険事業特別会計予算  

第 11 号 令和４年度長門市後期高齢者医療事業特別会計予算  

第 12 号 令和４年度長門市水道事業会計予算  

第 13 号 令和４年度長門市下水道事業会計予算  

第 14 号 長門市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例  

第 15 号 長門市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例  

第 16 号 長門市国民健康保険条例の一部を改正する条例  

第 17 号 長門市営住宅条例の一部を改正する条例  

第 18 号 長門市スポーツ施設条例の一部を改正する条例  

第 19 号 長門市水道給水条例の一部を改正する条例  

第 20 号 山口県市町総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び共同

処理する事務の構成団体の変更並びにこれに伴う規約の変更について  

第 21 号 山口県市町総合事務組合の財産処分について  

第 22 号 市道路線の認定について  



第 23 号 人権擁護委員候補者の推薦について  

第 24 号 人権擁護委員候補者の推薦について  

第 25 号 人権擁護委員候補者の推薦について  

第 26 号 人権擁護委員候補者の推薦について  

第 27 号 長門市教育委員会教育長の任命について  

第 28 号 長門市教育委員会委員の任命について  

 



 

 

令和 4 年 3 月 

 

長門市議会定例会 

議 案 
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第 19 号 長門市水道給水条例の一部を改正する条例  

第 20 号 山口県市町総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び共同
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第 28 号 長門市教育委員会委員の任命について  



議案第 14 号 

長門市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例  

 令和４年２月 18 日提出  

長門市長 江 原 達 也  

 

長門市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例  

長門市職員の育児休業等に関する条例（平成 17 年長門市条例第 41 号）の一部

を次のように改正する。  

改正後 現行  

 

本則  

 

本則  

(育児休業をすることができない職

員) 

第 2 条 育児休業法第 2 条第 1 項の条

例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。 

(育児休業をすることができない職

員) 

第 2 条 育児休業法第 2 条第 1 項の条

例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。 

(1)～(3) (略 )  (1)～(3) (略 )  

(4) 次のいずれかに該当する非常勤

職員以外の非常勤職員  

(4) 次のいずれかに該当する非常勤

職員以外の非常勤職員  

ア 次のいずれにも該当する非常

勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常

勤職員 

(削る) (ア) 任命権者を同じくする職

（以下「特定職」という。）

に引き続き在職した期間が 1

年以上である非常勤職員  

(ア) その養育する子（育児休

業法第 2 条第 1 項に規定する

子をいう。以下同じ。）が 1

歳 6 か月に達する日（以下

「1 歳 6 か月到達日」とい

う。）（第 2 条の 4 の規定に

該当する場合にあっては、2

歳に達する日）までに、その

任期（任期が更新される場合

にあっては、更新後のもの）

が満了すること及び引き続い

て任命権者を同じくする職

（以下「特定職」という。）

に採用されないことが明らか

でない非常勤職員  

(イ) その養育する子（育児休

業法第 2 条第 1 項に規定する

子をいう。以下同じ。）が 1

歳 6 か月に達する日（以下

「1 歳 6 か月到達日」とい

う。）（第 2 条の 4 の規定に

該当する場合にあっては、2

歳に達する日）までに、その

任期（任期が更新される場合

にあっては、更新後のもの）

が満了すること及び特定職に

引き続き採用されないことが

明らかでない非常勤職員  

(イ) (略)  (ウ) (略)  

イ・ウ (略) イ・ウ (略) 



(部分休業をすることができない職

員) 

第 19 条 育児休業法第 19 条第１項の

条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

(部分休業をすることができない職

員) 

第 19 条 育児休業法第 19 条第１項の

条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

(1) (略)  (1) (略)  

(2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの

勤務時間を考慮して市長が定める

非常勤職員以外の非常勤職員（地

方公務員法第 28 条の 5 第 1 項に

規定する短時間勤務の職を占める

職員（以下「再任用短時間勤務職

員等」という。）を除く。）  

(2) 次のいずれにも該当する  ○ 

○             ○ 

非常勤職員以外の非常勤職員（地

方公務員法第 28 条の 5 第 1 項に

規定する短時間勤務の職を占める

職員（以下「再任用短時間勤務職

員等」という。）を除く。）  

(削る) ア 特定職に引き続き在職した期

間が 1 年以上である非常勤職員  

(削る) イ 勤務日の日数及び勤務日ごと

の勤務時間を考慮して市長が定

める非常勤職員  

(妊娠又は出産等についての申出があ

った場合における措置等 ) 

第 23 条 任命権者は、職員が当該任

命権者に対し、当該職員又はその配

偶者が妊娠し、又は出産したことそ

の他これに準ずる事実を申し出たと

きは、当該職員に対して、育児休業

に関する制度その他の事項を知らせ

るとともに、育児休業の承認の請求

に係る当該職員の意向を確認するた

めの面談その他の措置を講じなけれ

ばならない。 

(新設) 

2 任命権者は、職員が前項の規定に

よる申出をしたことを理由として、

当該職員が不利益な取扱いを受ける

ことがないようにしなければならな

い。  

 

(勤務環境の整備に関する措置) 

第 24 条 任命権者は、育児休業の承

認の請求が円滑に行われるようにす

るため、次に掲げる措置を講じなけ

ればならない。  

(新設) 

(1) 職員に対する育児休業に係る研

修の実施 

 

(2) 育児休業に関する相談体制の整

備  

 

(3) その他育児休業に係る勤務環境

の整備に関する措置  

 



(委任) 

第 25 条 (略) 

(委任) 

第 23 条 (略) 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。  

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。  



議案第 15 号 

長門市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例  

令和４年２月 18 日提出 

長門市長 江 原 達 也  

 

長門市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例  

長門市報酬及び費用弁償条例（平成 17 年長門市条例第 45 号）の一部を次のよ

うに改正する。  

改正後 現行  

本則  本則  

(趣旨) 

第 1 条 この条例は、地方自治法（昭

和 22 年法律第 67 号）第 203 条の 2

第 5 項の規定に基づき非常勤の職員

（地方公務員法（昭和 25 年法律第

261 号）第 22 条の 2 第 1 項に規定

する会計年度任用職員及び第 28 条

の 5 第 1 項に規定する短時間勤務の

職を占める職員を除く。以下「職

員」という。）に対する報酬及び費

用弁償の支給について定めるものと

する。 

(趣旨) 

第 1 条 この条例は、地方自治法（昭

和 22 年法律第 67 号）第 203 条の 2

第 4 項の規定に基づき非常勤の職員

（地方公務員法（昭和 25 年法律第

261 号）第 22 条の 2 第 1 項に規定

する会計年度任用職員及び第 28 条

の 5 第 1 項に規定する短時間勤務の

職を占める職員を除く。以下「職

員」という。）に対する報酬及び費

用弁償の支給について定めるものと

する。 

(報酬の支給方法) 

第 3 条 (略) 

(報酬の支給方法) 

第 3 条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 月額報酬を受ける者で月の途中に

おいて職に就き、又は離職したとき

は、その月分の報酬については、そ

の職に就いた日から、又はその職か

ら離れた日までの日数に応じ、その

月の現日数を基礎として日割計算に

より算出した額（その額に 1 円未満

の端数を生じたときは、これを切り

捨てる。）を支給する。  

3 月額報酬を受ける者で月の途中に

おいて職に就き、又は離職したとき

は、その月分の報酬については日割

計算により支給する。 

(委任) 

第 7 条 この条例に定めるもののほ

か、この条例の施行に関し必要な事

項は、規則で定める。  

(新設) 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。  

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。  



議案第 16 号 

 長門市国民健康保険条例の一部を改正する条例  

  令和４年２月 18 日提出  

長門市長 江 原 達 也  

 

長門市国民健康保険条例の一部を改正する条例  

長門市国民健康保険条例（平成 17 年長門市条例第 94 号）の一部を次のように

改正する。 

改正後 現行  

 

本則  

 

本則  

第 6 章 保険料 第 6 章 保険料 

(一般被保険者に係る基礎賦課総額) 

第 14 条の 3 保険料の賦課額のうち

一般被保険者（法附則第 7 条第 1 項

に規定する退職被保険者等（以下

「退職被保険者等」という。）以外

の被保険者をいう。以下同じ。）に

係る基礎賦課額（第 22 条及び第 22

条の 3 の規定により基礎賦課額を減

額するものとした場合にあっては、

その減額することとなる額を含

む。）の総額（以下「基礎賦課総

額」という。）は、第 1 号に掲げる

額の見込額から第 2 号に掲げる額の

見込額を控除した額を基準として算

定した額とする。ただし、第 27 条

第 1 項の規定による保険料の減免を

行う場合においては、第 1 号に掲げ

る額の見込額から第 2 号に掲げる額

の見込額を控除した額に第 3 号に掲

げる額の見込額を合算した額を基準

として算定した額とすることができ

る。  

(一般被保険者に係る基礎賦課総額) 

第 14 条の 3 保険料の賦課額のうち

一般被保険者（法附則第 7 条第 1 項

に規定する退職被保険者等（以下

「退職被保険者等」という。）以外

の被保険者をいう。以下同じ。）に

係る基礎賦課額（第 22 条及び第 22

条の 3 の規定により基礎賦課額を減

額するものとした場合にあっては、

その減額することとなる額を含

む。）の総額（以下「基礎賦課総

額」という。）は、第 1 号に掲げる

額の見込額から第 2 号に掲げる額の

見込額を控除した額を基準として算

定した額とする。ただし、第 27 条

第 1 項の規定による保険料の減免を

行う場合においては、第 1 号に掲げ

る額の見込額から第 2 号に掲げる額

の見込額を控除した額に第 3 号に掲

げる額の見込額を合算した額を基準

として算定した額とすることができ

る。  

(1) 当該年度における次に掲げる額

の合算額 

(1) 当該年度における次に掲げる額

の合計額 

ア・イ (略) ア・イ (略) 

ウ 法第 81 条の 2 第 5 項の財政

安定化基金拠出金の納付に要す

る費用の額 

ウ 法第 81 条の 2 第 4 項の財政

安定化基金拠出金の納付に要す

る費用の額 

エ 法第 81 条の 2 第 10 項第 2 号

に規定する財政安定化基金事業

エ 法第 81 条の 2 第 9 項第 2 号

に規定する財政安定化基金事業



借入金の償還に要する費用の額  借入金の償還に要する費用の額  

オ・カ (略) オ・カ (略) 

(2) 当該年度における次に掲げる額

の合算額 

(2) 当該年度における次に掲げる額

の合算額 

ア～ウ (略) ア～ウ (略) 

エ その他国民健康保険事業に要

する費用（国民健康保険の事務

の執行に要する費用を除く。）

のための収入（法附則第 9 条第

1 項の規定により読み替えられ

た法第 72 条の 3 第 1 項及び第

72 条の 3 の 2 第 1 項の規定に

よる繰入金及び国民健康保険保

険給付費等交付金（退職被保険

者等の療養の給付等に要する費

用に係るものに限る。）を除

く。）の額 

エ その他国民健康保険事業に要

する費用（国民健康保険の事務

の執行に要する費用を除く。）

のための収入（法附則第 9 条第

1 項の規定により読み替えられ

た法第 72 条の 3 第 1 項及び第

72 条の 3 の 2 第 1 項の規定に

よる繰入金及び国民健康保険保

険給付費等交付金（退職被保険

者等の療養の給付等に要する費

用に係るものに限る。）を除

く。）の額 

(3) (略)  (3) (略)  

(一般被保険者に係る後期高齢者支援

金等賦課総額) 

第 18 条の 6 の 2 保険料の賦課額の

うち一般被保険者に係る後期高齢者

支援金等賦課額（第 22 条及び第 22

条の 3 の規定により後期高齢者支援

金等賦課額を減額するものとした場

合にあっては、その減額することに

なる額を含む。）の総額（以下「後

期高齢者支援金等賦課総額」とい

う。）は、第 1 号に掲げる額の見込

額から第 2 号に掲げる額の見込額を

控除した額を基準として算定した額

とする。ただし、第 27 条第 1 項の

規定による保険料の減免を行う場合

においては、第 1 号に掲げる額の見

込額から第 2 号に掲げる額の見込額

を控除した額に第 3 号に掲げる額の

見込額を合算した額を基準として算

定した額とすることができる。  

(一般被保険者に係る後期高齢者支援

金等賦課総額) 

第 18 条の 6 の 2 保険料の賦課額の

うち一般被保険者に係る後期高齢者

支援金等賦課額（第 22 条及び第 22

条の 3 の規定により後期高齢者支援

金等賦課額を減額するものとした場

合にあっては、その減額することに

なる額を含む。）の総額（以下「後

期高齢者支援金等賦課総額」とい

う。）は、第 1 号に掲げる額の見込

額から第 2 号に掲げる額の見込額を

控除した額を基準として算定した額

とする。ただし、第 27 条第 1 項の

規定による保険料の減免を行う場合

においては、第 1 号に掲げる額の見

込額から第 2 号に掲げる額の見込額

を控除した額に第 3 号に掲げる額の

見込額を合算した額を基準として算

定した額とすることができる。  

(1) (略)  (1) (略)  

(2) 当該年度における次に掲げる額

の合算額 

(2) 当該年度における次に掲げる額

の合算額 

ア (略) ア (略) 

イ その他国民健康保険事業に要

する費用（国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用に限

る。）のための収入（法附則第

イ その他国民健康保険事業に要

する費用（国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用に限

る。）のための収入（法附則第



9 条第 1 項の規定により読み替

えられた法第 72 条の 3 第 1 項

及び第 72 条の 3 の 2 第 1 項の

規定による繰入金を除く。）の

額  

9 条第 1 項の規定により読み替

えられた法第 72 条の 3 第 1 項

及び第 72 条の 3 の 2 第 1 項の

規定による繰入金を除く。）の

額  

(3) (略)  (3) (略)  

(低所得者の保険料の減額) 

第 22 条 (略) 

(保険料の減額) 

第 22 条 (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

(未就学児の被保険者均等割額の減

額) 

第 22 条の 3 当該年度において、そ

の世帯に 6 歳に達する日以後の最初

の 3 月 31 日以前である被保険者

（以下「未就学児」という。）があ

る場合における当該被保険者に係る

当該年度分の基礎賦課額の被保険者

均等割額は、第 18 条又は第 18 条の

5 の基礎賦課額の被保険者均等割の

保険料額から、当該保険料額に、そ

れぞれ、10 分の 5 を乗じて得た額

（第 18 条第 2 項の規定により端数

の切り上げを行った後の額とす

る。）を控除して得た額とする（第

4 項に掲げる場合を除く。）。 

(新設) 

2 第 18 条第 3 項の規定は、前項に規

定する額の決定について準用する。

この場合において、第 18 条第 3 項

の規定中「保険料率」とあるのは

「額」と読み替えるものとする。  

 

3 前 2 項の規定は、後期高齢者支援

金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第 1 項中

「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第 18

条又は第 18 条の 5」とあるのは

「第 18 条の 6 の 6 又は第 18 条の 6

の 10」と、「第 18 条第 2 項」とあ

るのは「第 18 条の 6 の 6 第 2 項」

と、第 2 項中「第 18 条第 3 項」と

あるのは「第 18 条の 6 の 6 第 3

項」と読み替えるものとする。  

 

4 当該年度において、第 22 条に規定

する基準に従い保険料を減額するも

のとした納付義務者の世帯に未就学

児がある場合における当該未就学児

に係る当該年度分の基礎賦課額の被

 



保険者均等割額は、第 1 号に掲げる

額から第 2 号に掲げる額を控除して

得た額とする。  

(1) 第 18 条又は第 18 条の 5 の基

礎賦課額の被保険者均等割の保険

料額から、当該保険料額に第 22

条第 1 項各号に規定する場合に応

じてそれぞれ同項各号アに掲げる

割合を乗じて得た額（第 18 条第

2 項の規定により端数の切り上げ

を行った後の額とする。）を控除

して得た額 

 

(2) 第 1 号に掲げる額に、それぞ

れ、10 分の 5 を乗じて得た額（第

18 条第 2 項の規定により端数の切

り上げを行った後の額とする。）  

 

5 第 18 条第 3 項の規定は、前項に規

定する額の決定について準用する。

この場合において、第 18 条第 3 項

の規定中「保険料率」とあるのは

「額」と読み替えるものとする。  

 

6 前 2 項の規定は、後期高齢者支援

金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第 4 項中

「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第 18

条又は第 18 条の 5」とあるのは

「第 18 条の 6 の 6 又は第 18 条の 6

の 10」と、「第 18 条第 2 項」とあ

るのは「第 18 条の 6 の 6 第 2 項」

と、第 5 項中「第 18 条第 3 項」と

あるのは「第 18 条の 6 の 6 第 3

項」と読み替えるものとする。  

 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例による改正後の長門市国民健康保険条例の規定は、令和４年度以後の

年度分の保険料について適用し、令和３年度以前の年度分の保険料については、

なお従前の例による。  

 



議案第 17 号 

長門市営住宅条例の一部を改正する条例  

令和４年２月 18 日提出 

長門市長 江 原 達 也  

 

長門市営住宅条例の一部を改正する条例  

長門市営住宅条例（平成 17 年長門市条例第 144 号）の一部を次のように改正す

る。  

改正後 現行  

 

別表(第 3 条関係) 

 

別表(第 3 条関係) 

油谷地区 油谷地区 

名称  設置場所 構造  建設年度 

(削る) 

人丸第二

市営住宅 

長門市油

谷久富 2

222 番地  

木造耐

火平屋

建  

昭和 39

年度  

簡易耐

火平屋

建  

昭和 44

年度  

簡易耐

火平屋

建  

昭和 44

年度  

(略)  
 

名称  設置場所 構造  建設年度 

人丸第一

市営住宅 

長門市油

谷新別名 7

2 番地  

簡易耐

火平屋

建  

昭和 45

年度  

人丸第二

市営住宅 

長門市油

谷久富 22

22 番地  

木造耐

火平屋

建  

昭和 39

年度  

簡易耐

火平屋

建  

昭和 44

年度  

簡易耐

火平屋

建  

昭和 44

年度  

(略)  
 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  



議案第 18 号 

長門市スポーツ施設条例の一部を改正する条例  

令和４年２月 18 日提出 

                  長門市長 江 原 達 也 

 

長門市スポーツ施設条例の一部を改正する条例  

長門市スポーツ施設条例（平成 17 年長門市条例第 179 号）の一部を次のように

改正する。 

改正後 現行  

本則  本則  

(名称及び位置) 

第 2 条 名称及び位置は、次のとおり

とする。 

(名称及び位置) 

第 2 条 名称及び位置は、次のとおり

とする。 

名称  位置  

(略)  

三隅勤労者スポー

ツセンター 

長門市三隅下

2378 番地 28 

(削る) 

 

(削る) 

 

三隅中学校グラウ

ンド夜間照明施設  

長門市三隅中

1504 番地  

(略)  
 

名称  位置  

(略)  

三隅勤労者スポー

ツセンター 

長門市三隅下

2378 番地 28 

三隅テニスコート  長門市三隅下

2378 番地 28 

三隅弓道場 長門市三隅下

2378 番地 28 

三隅中学校グラウ

ンド夜間照明施設  

長門市三隅中

1504 番地  

(略)  
 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（長門市使用料徴収条例の一部改正）  

２ 長門市使用料徴収条例（平成 17 年長門市条例第 63 号）の一部を次のように

改正する。 

別表第１社会体育施設使用料の部三隅地区教育施設の項を削る。 



議案第 19 号 

 長門市水道給水条例の一部を改正する条例  

  令和４年２月 18 日提出  

長門市長 江 原 達 也  

 

長門市水道給水条例の一部を改正する条例  

長門市水道給水条例（平成 17 年長門市条例第 191 号）の一部を次のように改正

する。 

本則（第８条、第 10 条、第 22 条及び第 28 条を除く。）中「量水器」を「メ

ーター」に改める。  

第３条第２号中「消火栓」を「私設消火栓」に改め、「公設又は私設として火

災の」を削る。  

第４条中「４種」を「２種」に改め、第２号を削り、第３号を第２号とし、第

４号を削る。 

第８条第１項中「第５条」を「第６条」に改め、同条第２項中「量水器」を

「水道メーター（以下「メーター」という。）」に改め、同条第３項中「量水器」

を「メーター」に改める。  

第 10 条第１項前段中「量水器口径」を「メーター口径」に改める。  

第 22 条の見出し中「量水器」を「メーター」に、同条中「量水器」を「メータ

ー」に、「私設量水器」を「私設メーター」に改める。  

第 26 条第２項を次のように改める。  

２ 水道使用をやめた場合であってもその届出がないときは、料金を徴収する。  

第 27 条第２項中「10 円未満」を「１円未満」に改める。  

第 28 条及び第 29 条を次のように改める。  

（料金の算定） 

第２８条 料金は、隔月定例日（料金算定の基準日としてあらかじめ、市長が２箇

月ごとに定めた日をいう。以下同じ。）にメーターの点検（以下「検針」とい

う。）を行い、その計量した使用水量をもってその日の属する月の前月分及び

前々月分として算定する。ただし、やむを得ない理由があるときは、隔月定例

日以外の日に検針を行うことができる。  

２ 前項の隔月の検針に基づく期分使用水量は、各月均等に使用したものとみなす。  



３ 定例日の翌日から次の定例日まで（以下「料金算定期間」という。）の中途に

おいて水道の使用を開始し、中止し、又は廃止したときの料金は、その使用期

間が 30 日以下であるときは１月分とし、30 日を超えるときは２月分として算

定する。 

４ 料金算定期間の中途においてメーターの口径に変更があった場合は、その使用

日数の多い口径の基本料金を適用する。ただし、使用日数が同じであるときは、

変更後の口径の基本料金とする。  

（使用水量の認定） 

第２９条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用水量を認定する。  

（１）メーターに異常があったとき。  

（２）使用水量が不明のとき。  

第 38 条第１項中「第５条」を「第６条」に改める。  

別表第１中「量水器口径」を「メーター口径」に改める。  

別表第２の表を次のように改める。  

用途  口径  

基本料金

(1 月に  

つき) 

従量料金（1 ㎥(立法メー

トル)につき） 

付記  0 ㎥を超え 1

0 ㎥以下の使

用水量 

10 ㎥を超え

る使用水量 

一般用 

13mm 

(ミリメ

ートル) 

1,000 円  

10 円  

140 円    

20mm 1,500 円  

25mm 2,250 円  

30mm 4,600 円  

40mm 5,400 円  

50mm 7,100 円  

140 円  
75mm 16,500 円  

100mm 26,700 円  

150mm 80,000 円  

船舶用     204 円  

口径 50mm 以上のメー

ターを使用するものは、

料金のほかに市長の定め

るメーター費を加えるも

のとする。 



附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年 10 月１日から施行する。  

（料金に関する経過措置）  

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前から継続して水道の供給を

受ける者で、施行日以後の検針において、施行日前の計量が含まれるものの料

金については、改正後の長門市水道給水条例の規定にかかわらず、なお従前の

例による。 



議案第 20 号 

山口県市町総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び共同処理

する事務の構成団体の変更並びにこれに伴う規約の変更について  

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 286 条第１項の規定により、令和４年

３月 31 日限り、玖西環境衛生組合を脱退させ、山口県市町総合事務組合規約（平

成 18 年指令平 18 市町第 815 号）を以下のとおり変更することについて、関係地方

公共団体と協議するため、同法第 290 条の規定により市議会の議決を求める。  

  令和４年２月 18 日提出  

長門市長 江 原 達 也  

 

記  

 

山口県市町総合事務組合規約の一部を改正する規約  

 山口県市町総合事務組合規約（平成 18 年指令平 18 市町第 815 号）の一部を次の

ように改正する。  

別表第１及び別表第２中「、玖西環境衛生組合」を削る。 

附 則 

この規約は、令和４年４月１日から施行する。  



議案第 21 号 

山口県市町総合事務組合の財産処分について  

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 290 条の規定により、山口県市町総合事

務組合の退職手当支給事務を共同処理する団体から玖西環境衛生組合が離脱するこ

とに伴い、次のとおり財産処分することについて、市議会の議決を求める。  

  令和４年２月 18 日提出  

長門市長 江 原 達 也  

 

記  

 

玖西環境衛生組合に帰属させる財産は、次のとおりとする。  

当該組合が、山口県市町総合事務組合規約（平成 18 年指令平 18 市町第 815 号）

第３条第２号の事務を行うために納付した普通負担金及び特別負担金の額と、当該

組合の職員に支給した退職手当の額に山口県市町総合事務組合負担金条例施行規則

（平成 18 年規則第 28 号）第６条に規定する額を加算した額との差額  



議案第 22 号 

市道路線の認定について  

道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第８条第２項の規定により、次の路線を市道

に認定することについて、市議会の議決を求める。  

令和４年２月 18 日提出 

                  長門市長 江 原 達 也 

 

路線名 
認定路線 

摘要  
起点  終点  

砂利ヶ峠線 俵山字嵩 油谷河原字東金山  

 



議案第 23 号 

人権擁護委員候補者の推薦について  

人権擁護委員の候補者として下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和

24 年法律第 139 号）第６条第３項の規定により、市議会の意見を求める。  

令和４年２月 18 日提出 

長門市長 江 原 達 也  

 

記  

 

１ 住所  

２ 氏名 深水一男  

３ 生年月日  

 

 

 

（個人情報保護のため、一部マスキングしています。）  

 

  



議案第 24 号 

人権擁護委員候補者の推薦について  

人権擁護委員の候補者として下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和

24 年法律第 139 号）第６条第３項の規定により、市議会の意見を求める。  

令和４年２月 18 日提出 

長門市長 江 原 達 也  

 

記  

 

１ 住所  

２ 氏名 早川和子  

３ 生年月日  

 

 

 

（個人情報保護のため、一部マスキングしています。）  

 

  



議案第 25 号 

人権擁護委員候補者の推薦について  

人権擁護委員の候補者として下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和

24 年法律第 139 号）第６条第３項の規定により、市議会の意見を求める。  

令和４年２月 18 日提出 

長門市長 江 原 達 也  

 

記  

 

１ 住所  

２ 氏名 入江佳江  

３ 生年月日  

 

 

 

（個人情報保護のため、一部マスキングしています。）  

 

  



議案第 26 号 

人権擁護委員候補者の推薦について  

人権擁護委員の候補者として下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和

24 年法律第 139 号）第６条第３項の規定により、市議会の意見を求める。  

令和４年２月 18 日提出 

長門市長 江 原 達 也  

 

記  

 

１ 住所  

２ 氏名 中原康博  

３ 生年月日  

 

 

 

（個人情報保護のため、一部マスキングしています。）  

 



議案第 27 号 

   長門市教育委員会教育長の任命について  

 長門市教育委員会教育長に下記の者を任命することについて、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第４条第１項の規定により、

市議会の同意を求める。  

令和４年２月 18 日提出 

                  長門市長 江 原 達 也 

 

記  

 

１ 住所  

２ 氏名 伊藤充哉  

３ 生年月日  

 

 

 

（個人情報保護のため、一部マスキングしています。） 

 



議案第 28 号 

   長門市教育委員会委員の任命について  

 長門市教育委員会委員に下記の者を任命することについて、地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第４条第２項の規定により、市

議会の同意を求める。  

令和４年２月 18 日提出 

                  長門市長 江 原 達 也 

 

記  

 

１ 住所  

２ 氏名 中村典生  

３ 生年月日  

 

 

 

（個人情報保護のため、一部マスキングしています。） 

 


